
グリーンイノベーション基金事業  

「CO2等を用いた燃料製造技術開発」プロジェクトに関する  

研究開発・社会実装計画（案）に対する意見公募手続の結果について  
  

令 和 ３ 年 １ ２ 月 ２ ３ 日  

経済産業省資源エネルギー庁  

資 源 ・ 燃 料 部 政 策 課  
  

「グリーンイノベーション基金事業「CO2等を用いた燃料製造技術開発」プロジェクトに関す

る研究開発・社会実装計画（案）」について、令和３年１０月２２日から同年１１月２２日まで

意見公募手続を実施いたしました。結果については以下のとおりです。 

なお、行政手続法第四十三条２項に基づき、提出意見は整理又は要約しております。  
  

１．意見公募の実施方法  

 意見募集期間：令和３年１０月２２日（金）～令和３年１１月２２日（月）  

 実施方法：電子政府の総合窓口（e-Gov）における掲載  

 意見提出方法：e-Gov 
  
２．提出意見数  

１４件  
  
３．提出されたご意見の概要及びそれに対する考え方 

別紙のとおり。  

御協力いただき、誠にありがとうございました。  

参考資料５ 
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整理 

番号 
御意見の概要 御意見に対する考え方 

1 

１．はじめに 

「CO2等を用いた燃料製造技術開発」プロジェク

トに関する研究開発・社会実装計画（案）は、現実

の日本の状況を踏まえた計画であり、賛成いたし

ます。私どもは、「図解でわかるカーボンリサイク

ル」や「図解でわかるカーボンニュートラル」（技

術評論社）を上梓して参りました。その中で、CO2

を用いた燃料製造による、いわゆる CO2 フリー燃

料の利用を提案して参りました。国際的なカーボ

ンリサイクルのシステムを構築し、カーボンニュ

ートラルに寄与するエネルギーシステムを期待し

ております。 

 

２．賛同する理由 

 再生可能エネルギーを大幅に導入する必要性は

論を待ちませんが、エネルギーシステムが大きく

変わる過渡期においては、需要と供給のバランス

を欠くことがないように移行することが極めて重

要です。下記の観点から、今回の研究開発・社会実

装計画に、基本的に賛同いたします。 

・脱炭素化へのスマートトランジションにおいて

は、火力発電で CO2 フリーの燃料を使い、徐々

にその割合を増やすような方法が必要です。現

在の原油や天然ガスの高騰も、トランジション

におけるバンピー・ライドの一つとも考えられ、

防止する方策が必要です。私どもが検討した再

エネ由来の燃料導入モデル（小野崎・橋崎；火力

発電の脱炭素化に向けたカーボンリサイクル活

用の検討、火力原子力発電、72, 307, (2021)）

では、量的収支及び経済性において再エネ大量

導入システムと匹敵するものと考えます。 

・化石燃料にあっては、生産国からの輸送、日本

の受け入れ、産業等における需要まで、巨大か

つ完璧なインフラが構築されており、今後の、

低成長時代には、これらインフラを活用してい

くことが必要です。 

・産業や輸送にあっては、排出源が小規模であっ

たり、移動体であることにより、CO2回収が困難

 御意見ありがとうございます。 

 

・合成燃料については、海外の安価な再生可能エ

ネルギー由来の水素を活用して合成燃料を製造

し日本に輸送するケース、水素を日本に輸送し

てから国内で合成燃料を製造するケースなど、

現時点では様々な選択肢にアプローチできる技

術開発が必要だと考えています。また、合成燃

料の社会実装のためには、合成燃料が脱炭素燃

料であるとの国際的評価を確立することや、合

成燃料製造時に回収される CO2 のオフセットの

枠組みを構築することが重要であり、今後、国

際的議論に積極的に参画していく必要があると

考えています。御指摘の点は、合成燃料の社会

実装を目指す上で非常に重要な観点のため、今

後の施策立案において考慮した上で検討を進め

てまいります。 

 

・合成メタンについては、合成燃料と同様に海外

で製造するケースが見込まれ、その中で LNG サ

プライチェーンを活用することを考えれば LNG

プラントの近傍でメタネーションすることが想

定されます。また、研究開発・社会実装計画案で

は革新的技術によるメタネーションを例示して

いますが、国立研究開発法人新エネルギー・産

業技術総合開発機構（NEDO）において広く公募

する中で、様々な技術を持った事業者等に応募

いただけることを期待しています。 

 

・LP ガスについては、御指摘を頂いた DME（ジメ

チルエーテル）については、2001 年度から 2006

年度において LP ガスの代替燃料としての可能

性を模索し合成 DME の研究をしており、当時、

軽油を代替する自動車用燃料としての DME 利用

についても検討されました。自動車燃料として

の DME 利用は、DME の熱量の低さの問題や後述

のパッキン劣化による DME 漏れ対策の必要性等

が課題として挙げられ、自動車燃料以外の用途
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であるケースが多くあり、それらに対しては、

CO2 フリーの燃料の使用が有効な対策と考えま

す。 

 

３．考慮いただきたいポイント 

 下記の点について、ご検討いただけると幸いで

す。 

・合成燃料は、再生可能エネルギーのコストが低

く大量に供給が可能なオーストラリアなどの国

で生産し、日本が輸入するビジネスモデルが期

待されます。メタネーションにより製造される

メタンは、既設の LNG プラントで LNG とし、メ

タノールであれば原油タンカーを利用し輸送が

可能です。 

 

・メタネーション技術は、H2 と CO を主とする原

料ガスでは商業装置が多数稼動しており、また、

米国では、CO2 を多く含む石炭ガス化のガスを

処理する大型装置も運転中です。エンジニアリ

ング企業やライセンサーの経験を活かした技術

開発が期待されます。 

 

・LP ガスは、メタノールから合成が可能ではあり

ますが、DME を経由するので、効率が下がりま

す。DME は、2000 年代には、実用化を目指した

検討がなされ、自動車を用いた実証試験が行わ

れました。是非、このような経験を活かしてい

ただきたいと思います。 

 

・欧州では、ロッテルダムやアントワープなどの

港湾で、再生可能エネルギーの使用、CCSの活用

により、ブルーやグリーン水素の生産やメタノ

ール製造が計画され、数年内に大規模実証が行

われます。まず、実証レベル以上の技術を元に

して、早急に日本モデルを実現するべく、ご支

援をお願いしたいと思います。 

 

・EUではタクソノミーの中に合成燃料が位置づけ

られていません。カーボンニュートラルを目指

す上で合成燃料の重要性を EU に対して発信し

ていくことが必要と思います。 

に可能性があると考えられました。 

合成 DMEの技術は確立していることから、今後、

商業ベースでの事業化の可能性はあると考えて

おります。 実際、LPガスにバイオマス原料から

生成された DME を混入するという事業計画を海

外 LP ガ ス 企 業 （ SHV Energy と UGI 

International の共同事業）が発表しておりま

す。一方、DMEは、高濃度で利用すると、パッキ

ン等のゴムを劣化させる特性があり、漏洩によ

る火災事故につながる恐れがあります。安全に

運用できる方法は、LP ガスに 10％～20％程度

DME を混入して利用するというものであり、合

成 DMEが生産できれば、一定程度、LPガスの低

炭素化には寄与できるものの、脱炭素化の観点

から LP ガスを合成 DME に完全代替することは

困難であると考えられおり、今回の研究におい

ては、脱炭素化まで至ることのできるグリーン

LPガスの合成に取り組んでまいります。 

また、大規模実証事業については、豪州におい

て、CCS を活用して褐炭からのブルー水素を生

産し、日本に輸送する事業の取り組みが進んで

おり、グリーン LPガスの観点からは、この様な

安価な水素を活用して現地でグリーン LP ガス

を生産する可能性もあると考えております。 
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前提が「地球温暖化防止のための Co2 削減」と

いうまやかしに乗っかっているので、無駄な計画

と思われます。技術開発の側面から目標を高く掲

げる事自体は賛成ですが、どうせやるなら、従来

の発想（燃やしたり温度を上げたりしてタービン

等を回す）から離れてほしいものです。 

 御意見ありがとうございます。 

 

・グリーンイノベーション基金を活用したプロジ

ェクトは、「2050年カーボンニュートラル」を実

現するために CO2 削減の観点も重要となります

が、今後、産業競争力の基盤となる重点分野の

「経済と環境の好循環」を作っていくための産

業政策として実施するものです。 

また、本基金事業は、エネルギー安全保障の観

点からも、日本のエネルギー需給構造に変革を

もたらす可能性がある重要な事業であるため、

引き続き、関係者ともよく議論をした上で、効

果的な研究開発の実施に努めていきたいと考え

ています。 

3 

 SOEC（Solid Oxide Electrolysis Cell）固体酸

化物形電解素子は、グリーン水素の超高効率製造

技術として非常に期待されているにもかかわら

ず、グリーンイノベーション基金事業「再エネ等

由来の電力を活用した水電解による水素製造プロ

ジェクト」では、アルカリ型および PEM 型の水電

解装置のみが開発対象とされ、残念ながら SOECは

開発対象に含まれませんでした。 

 一方、本プロジェクトにて、SOECを用いたメタ

メーションが開発対象技術として取り上げられ、

「合成メタン」に関する研究開発内容に、SOEC の

開発を進めることが含まれていることは注目に値

します。 

 本研究開発によって SOEC の研究開発が進めら

れれば、メタン以外の液体燃料、グリーン LPG の

合成や化学品原料合成のエネルギー変換効率の抜

本的向上も期待されるだけでなく、製鉄プロセス

のカーボンニュートラル化や、革新的な高効率水

素製造が可能になると期待され、その成果の波及

効果はグリーンイノベーションの推進において非

常に大きいものと強く期待され、その成功確率を

高めるため支援を強化することは、非常に重要で

あると考えられます。 

 このような観点から、特に SOEC を用いた技術の

研究開発に対し特段大きな資金配分を進めること

が必要であると考えられます。 

 御意見ありがとうございます。 

 

・本基金事業において SOEC／メタン合成連携反応

を用いたメタネーションを含む革新的技術によ

るメタネーションの技術開発を進めることは重

要であると考えており、必要な予算の確保に努

めてまいりたいと考えています。 

4 SOEC法は、合成メタンを生産する技術として重  御意見ありがとうございます。 
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要な案件であると考えられる。本法は、電解セル

から成る共電解工程と、触媒充填反応槽から成る

メタン化工程で構成される。設備の規模拡大のた

めには、共電解工程のナンバリングアップ（電解

セルの系列化）とメタン化工程のスケールアップ

（触媒充填反応槽の大型化）の 2つが必要となる。

電解セルはどの規模まで大型化し、どの規模で系

列化するのか。また、触媒充填反応槽の大型化の

条件はどの規模か。装置の規模拡大の方策やそれ

に必要な開発項目を示していただきたい。また、

メタン化工程で発生する熱を効率的に共電解工程

で使うことなど、装置全体の最適な設計も必要に

なると思われる。 

 

・本基金事業では、革新的技術によるメタネーシ

ョンの技術開発として基盤的技術の確立を目指

しています。本事業とは別に実施中のサバティ

エ反応によるメタネーションの基盤的技術の確

立を目指す NEDO 事業では 400Nm3/h スケールで

の試験が行われるため、本基金事業においても

同規模のメタン合成ができる一連の試験を想定

していますが、具体的には研究開発目標を実現

できる事業者からの提案を踏まえて判断してい

きたいと考えています。 

5 

・３ページの３行目「温室効果ガス」は「日本が排

出する温室効果ガス」のほうがよい。 

・４ページの１７行目「IEA」は何の略称か？ 

・４ページの５行目「水素」は「H2」のほうがよ

い。３ページの脚注２の例と同様に。 

・８ページの１７行目「二酸化炭素」は「CO2」の

ほうがよい。他の箇所の例と同様に。 

・１８ページの最下行から上に３行目「二酸化炭

素」は「CO2」のほうがよい。他の箇所の例と同

様に。 

・２５ページの１１行目「H2」の「2」は下付き文

字としたほうがよい。他の箇所の例と同様に。 

・２６ページの最下行「出来れば」と、２７ページ

の最下行から上に４行目「できる」とは、どちら

かに字句を統一したほうがよい。 

・２７ページの脚注２２の「ASTM」は「ASTMの規

格」のほうがよい。 

・２８ページの７行目「更に」は「さらに」のほう

がよい。他の箇所の例と同様に。 

・ ２ ８ ペ ー ジ の ９ 行 目 「 ASTM 」 は 「 ASTM 

International」のほうがよい。２７ページの脚

注２２の記載のとおりに。 

 御意見ありがとうございます。 

 

・御指摘を踏まえ、閣議決定されたエネルギー基

本計画等も参考に修正いたします。 

6 

１．全体の方向について 

今般、提示された「CO2等を用いた燃料製造技術

開発」プロジェクトに関する研究開発・社会実装

計画（案）の全体的な内容について賛同する。 

今回の計画案において、2050 年のカーボンニュー

トラルの実現に向けたガスの脱炭素化の重要性

 御意見ありがとうございます。 

 

御指摘の通り修正いたします。 
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や、その有望な手段の一つとして合成メタンのポ

テンシャルについて示された点は、ガス業界がメ

タネーションの社会実装に向けた、技術開発、制

度課題の解決に取り組んでいく上で、非常に重要

である。 

また、メタネーションの社会実装に向けては、

官民双方の取組みが必要不可欠であり、技術開発

における国としての積極的な支援の必要性や、合

成メタンサプライチェーンの構築における課題と

なるＣＯ２のカウントについて、カーボンニュー

トラルに資する方向での検討の必要性が示された

点についても、賛同する。 

  

２．個別の記載について 

その上で、基本計画案における個別の記載につ

いては、以下のとおり要望する。 

○p23：経済波及効果（世界市場規模推計）(iii)合

成メタン 

【要望とその理由】 

2030年の合成メタンの経済波及効果について、下

記のように記載されている。 

・約 200億円/年（2030年） 

【算定の考え方】 

2030 年に国内都市ガス需要の 1%分が合成メタン

に置き換わると仮定した場合の市場規模を CO2 削

減効果（ポテンシャル推計）の仮定に基づき、合成

メタンの価格目標（現在の LNG 価格(40？50 円/N

ｍ3））より 50円/Nm3 として推計 

  

記載いただいている、合成メタンの価格目標に

ついては、2050 年における価格目標であることか

ら、文章の中に以下を追記いただきたい。 

【追記案】 

「2050 年における合成メタンの価格目標（現在の

LNG 価格(40？50 円/Nm3)」 

7 

将来的に廃棄物焼却に伴う CO2 を回収・有効利

用することを考えた場合、SOEC メタネーションに

よるメタン合成は、H2の直接の供給を必要とせず、

また変換に必要なエネルギー投入量も少なくで

き、生成したメタンは都市ガス導管に導入できる

等、非常に期待が高い。 

 御意見ありがとうございます。 

  

・本基金事業において革新的技術によるメタネー

ションの技術開発を進めることは重要であると

考えており、必要な予算の確保に努めてまいり

たいと考えています。 
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 燃料製造技術開発には様々な候補技術が挙げら

れているが、 

・エネルギー変換効率が高くコストダウンポテン

シャルの高い技術 

・展開分野範囲の広い技術 

へのメリハリのある資金配分による早期社会実

装を期待する。 

（NEDO 先導研究で取り組まれた SOEC 共電解は、

メタンだけでなく、合成ガスを原料とする液体燃

料、グリーン LPG やメタノール等の化学品原料に

適用可能でこれらの高効率合成を実現するキー技

術であることが示されている。） 

8 

P.13 ウ）合成メタン に記載の「排出される CO2

を回収して」「水素の調達を必要とせず高効率に合

成メタンを製造できる SOEC」 

P.28 研究開発内容冒頭記載の「2050年までに現

在の LNG価格と同水準に」 

P.29 委託・補助の考え方記載の「国として積極

的に支援を講じる必要がある」 

との内容に大いに賛同する。 

現在、再エネ水素を前提としたグリーン水素と

サバティエ反応を利用した合成メタンが検討され

ているが、水素の調達に課題がある。水素を必要

としない SOECの技術が確立できれば、既に国内で

貯蔵、配給インフラのある LNGを SOECで製造した

合成メタンで活用する事は既存の社会インフラの

有効活用、新規インフラ投資抑止の観点から有用

な技術である。現状の LNG 価格ベースであれば経

済的負担も柔られらる。また、鉄鋼業の様に脱炭

素に向けてハードルが高く炭素使用が必要な産業

から CCU として CO2 が有用活用される事は、日本

の産業界全体として脱炭素に向けた産業構造変革

に必要な投資抑止につながる。 

以上より国として積極的な支援を行うべきであ

る。 

 御意見ありがとうございます。 

  

・本基金事業において革新的技術によるメタネー

ションの技術開発を進めることは重要であると

考えており、国として積極的に支援を行ってま

いりたいと考えています。 
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P.12 ウ）合成メタン に記載の「水素キャリアの

一つとして期待される」 

P.28 研究開発内容冒頭記載の「2050年までに現

在の LNG価格と同水準に」 

P.29 委託・補助の考え方記載の「国として積極

的に支援を講じる必要がある」 

 御意見ありがとうございます。 

  

・本基金事業において革新的技術によるメタネー

ションの技術開発を進めることは重要であると

考えており、国として積極的に支援を行ってま

いりたいと考えています。 



【別紙】  
との内容に 大いに賛同する。 

現在、水素キャリヤとして、液体水素、アンモニ

ア、MCHの 3つで検討されているが、それぞれ一長

一短があり、既に国内で貯蔵、配給インフラのあ

る LNG を合成メタンで活用する事は既存の社会イ

ンフラの有効活用、新規インフラ投資抑止の観点

から有用な技術である。現状の LNG 価格ベースで

あれば経済的負担も柔られらる。また、鉄鋼業の

様に脱炭素に向けてハードルが高く炭素使用が必

要な産業から CCU として CO2 が有用活用される事

は、日本の産業界全体として脱炭素に向けた産業

構造変革に必要な投資抑止につながる。 

以上より国として積極的な支援を行うべきであ

る。 
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・合成メタンは、既存のインフラや使用機器を活

用できる可能性のある燃料のひとつであると考

えている。燃料価格の高騰を抑制するために製

造装置の高効率化は必要である。また、使用に

あたってはカーボンニュートラルとして国際標

準となるように取り組んで頂きたい。 

 

・（１）P7 SOEC メタネーションについて 

再生可能エネルギーにシフトするのであれば、

本来は、国産化を目指し、エネルギーの自給自足

としたいところであるが、日本国内では高価とな

り、輸入に頼らねばならない状況は残念である。 

海外水素を運搬には、液体水素、MCH、アンモニア

が言われているが、いずれも、単位輸送量当たり

のエネルギー量、運搬時の BOG、水素発生熱弁解時

のエネルギー、毒性など、問題点を抱え、決定打に

欠き、水素の用途別の輸送が考えられていること

も実情。 

水素を経由しない SOECは、CO2 を水素キャリア

と考え、メタン化して輸送する場合、現状の LNGイ

ンフラを活用できるほか、水素経由の反応よりも

ステップ数が少なく効率化が期待され、有効な手

段であると考えられる故、国の支援により開発を

進めるべきと考える。 

  

・（２）p7 CO2 カウントについて 

鉄鋼業における還元材、高温加熱炉、高密度エ

 御意見ありがとうございます。 

  

・本基金事業において革新的技術によるメタネー

ションの技術開発を進めることは重要であると

考えており、国として積極的に支援を行ってま

いりたいと考えています。また、メタネーショ

ン推進官民協議会等を通じて、CO2 カウントの

検討を進めてまいりたいと考えています。 



【別紙】  
ネルギーが必要な航空燃料など、炭素系燃料を使

わざるおえない産業、プロセスがあることは事実。

これらから回収した CO2 を再利用することでカー

ボンニュートラルとすることは、化石燃料の最大

限の使用抑止となりえ、日本産業界全体の投資抑

止に資するものと考える。 

CO2 の排出カウントの個社の帰属は充分に議論

する必要はあるが、日本国としての削減に寄与す

るものであるので、海外ルールの整備を待つこと

なく国内ルールの在り方を「メタネーション推進

官民協議会」にて、排出者、供給者、利用者が参画

し、それぞれの納得できる形で、国益に合致する

結論を導くよう、国として積極的に支援を行って

いただきたい。 
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・8 頁：LP ガス利用で排出される二酸化炭素の量

は（略）LP ガスを利用している 2,300 万世帯の

電化には、推定 23兆円もの国民負担、とあるが、

電化すればよいのではないか。しかし、そもそ

もその負担額の根拠も分からないものである。

（ぼられない所に頼んだ場合、電化の工事はそ

う高く無いのではないか。特に LP ガスからの切

り替え需要があるという事で経産省がそのため

の工事・改装キットなどの商品開発を推奨推進

すれば、スムーズにいきそうなものであるが。）

また、その、おそらく、経済産業省と資源エネル

ギー庁も知っていると思われるのであるが、LP

ガスは維持費用がそれなりに必要であったりす

るのである。（ガスボンベ配達の手間・コスト等

の理由により、LPガスの料金は都市ガスより高

いのが通常である。）まぁ、調理に使う機器につ

いて特に使い勝手の問題がありはするのである

が、しかし電化を行えば、自家用の太陽光発電

などでの利用も行えるようになるし（温水器の

インテリジェントな湯沸かし・断熱性の向上等

の進歩により温水も安く使えるであろう。）、場

合によりガス契約を切る事で家計の効率化が行

えたりもするのである（これはガス事業者には

マイナスかもしれないが、家計にはプラスな事

である。国民負担にはマイナスの方向に働くも

のと考える。）。その様な事情による、費用につ

いてのマイナスの発生について、どうも経済産

御意見ありがとうございます。 

 

・グリーン LP ガスについて、LP ガス料金が都市

ガスより高い構造にあり、電気機器についても

今後、メーカーの努力により安価になっていく

可能性があることは御指摘のとおりであり、LP

ガス利用と電化との費用の収支を鑑みて、自主

的に転換していく住宅は今後、増えていくと考

えられます。この様な電化住宅への改修には、

配線工事や電気給湯設備である「エコキュート」

（50 万円～70 万円：施工費込み）や IH クッキ

ングヒーター（20万円～30万円：施工費込み）

の設置が必要であり、さらに、太陽光発電機器

（4.5kw 約 130 万円：施工費込み）や蓄電池

（5.0kwh 約 90万円）まで備えた住宅を目指せ

ば、相当の費用が必要になります。各世帯にお

ける転換の費用負担の大きさを鑑みれば、今後、

自主的に電化住宅に切り替えていける世帯ばか

りではなく、経済的事情から電化住宅に切り替

える費用が支出できない世帯も多数発生すると

考えられます。現状において、家庭用エネルギ

ーの転換を強制することは困難であり、また、

その様な世帯の全てを補助金等の国費で電化住

宅に切り替えさせることになれば、毎年莫大な

予算が必要になり、その費用は国民負担となり

ます。経済的事情からも電化できない住宅が引

き続き LP ガスの利用ができる様にグリーン LP



【別紙】  
業省と資源エネルギー庁は見ないふりをしよう

としているのではないかと思われるのである

が、国民としては、負担が 23兆円という見積り

であっても、電化していくようにしていけばよ

いのではないかと考える。国民の一人としては、

LPガス世帯の電化については推進してよいもの

ではないかという考えである。（ただし、LPガス

によるライフラインの確保等の考えもあるであ

ろうから、そこまで強力に推進はしなくてよい

とは思われる。） 

（なお、LP ガスについて石油由来のものからカ

ーボンニュートラルな性質を持つものに替えて

いく事は、電化へのつなぎとして必要となるも

のであると思われるので、グリーン LPガスの開

発推進については適切と考える。） 

 

・13頁：また、2050 年カーボンニュートラルの実

現に向けて、合成メタンの生成のために相当量

の水素の確保が必要となり、（略）水素のサプラ

イについては、浮体式洋上風力発電や太陽光発

電による、国内生産のものの方が適切性が高い

と考える。確かに海外からも入手が可能な事は

望ましくはあるとは思われるが、エネルギー安

全保障についてを考えると、多少費用が高くつ

いたとしても、国内での製造能力増大を行うの

がセオリーであるのではないかと考える。 

（なお、国内での製造を行った方がリードタイ

ムが少なく出来るであろうし、また発電・水素

製造に関係しての産業が育成される部分がある

のではないかと考える。） 

ガスを供給していくことで、国民のライフライ

ンを維持していくこととしたいと思います。 

 

・合成メタンについて、本基金事業の対象として

いる革新的技術によるメタネーションは、水素

の調達を必要とせず、水と CO2 から合成メタン

を製造する技術となっています。いずれにせよ

水の電気分解には再生可能エネルギーが必要と

なりますが、メタネーションは大規模なインフ

ラ供給から需要家に閉じたオンサイト利用など

国内外での様々な場所で行われるケースが検討

されており、その旨は本基金事業と連携するメ

タネーション推進官民協議会において示されて

いるところです。引き続きメタネーション推進

官民協議会を通じて検討を進めてまいりたいと

考えています。 

（参考）第２回メタネーション推進官民協議会 資

料３（資源エネルギー庁説明資料） 

 

 

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/methanation_suishin/pdf/002_03_00.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/methanation_suishin/pdf/002_03_00.pdf

